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⑶ 配置予定技術者（管理技術者）に求める要件

①

②

③

④

⑷ 配置予定技術者（照査技術者）に求める要件

①

②

③

④

資格等 　２⑶②で求める要件と同じ。

実績・経験 　２⑶③で求める要件と同じ。

その他 －

実績・経験 　公共発注の同種業務において、照査又は管理技術者としての経験を有すること。

その他 －

兼務制限等 　公告共通事項のとおり。

その他 －

兼務制限等 　公告共通事項のとおり。

資格等 次のいずれかの資格を有すること。
ア　測量士かつ地籍工程管理士（公益社団法人全国国土調査協会）
イ　測量士かつ地籍総合技術監理者（一般社団法人日本国土調査測量協会）
ウ　測量士かつ地籍調査管理技術者（一般社団法人日本国土調査測量協会）

種類（及び規模） 次のいずれかの実績（公共発注に限る）を有すること。
ア　地籍整備推進調査に係る測量等（国土調査法第19条第5項申請の支援を含む）の業
務受注実績
イ　広島県内において地籍調査事業の業務受注実績
※地籍整備推進調査とは、地籍整備推進調査費補助金制度要綱第２第１号に定める調
査をいう。

業務完了の時期 平成21年4月1日から入札開始日の前日までの間に完了検査を受けていること。

業務実施の場所 －

年間平均実績高
１⑹に掲げる予定価格（税抜き）以上であること。ただし、竹原市に主たる営業所
（本店）を有する者については、問わない。

「エ　要否の区分」に「◎」の業務部門について、資格認定を受けていなければならない。

「エ　要否の区分」に「△」がついた業務部門のうち、いずれかの認定を受けていなければならない。

主たる業務とは複数の分野にまたがる業務のうち，設計金額の構成割合が最も大きい分野を指す。

受注者に求める業務実績

要否の区分 ◎ － －

業務分野 測量 － －

業務部門 測量一般 － －

資格認定事項に関する要件（令和５・６年度入札参加資格者名簿の登録事項）

営業所等の所在地 広島県に主たる営業所（本店）又は営業所（支店）を有すること。

認定を要する業務 業務①（主たる業務） 業務② 業務③

資格等級 － － －

落札者の決定方法 最低制限価格制度

調査前後の筆数　（調査前）38筆　（調査後）38筆

一筆地平均面積　（調査前）395㎡　（調査後）395㎡

測量の方法　地上数値法

予定履行期間 契約締結日の翌日から 令和

入札参加資格 共通事項に掲げる要件のほか、つぎの要件をすべて満たしていること。

一筆の形状による区分　不整形地

視通障害区分　市街Ⅱ

履行場所 竹原市中央五丁目１５４６番地２　他

発注業務の分野 測量

業務概要 計画区名　竹原市中央地区

予定価格 【事前公表】 ５，１７０，０００ 円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）

業務委託名 竹原中央地区地籍整備推進調査測量業務

竹原市公告第 190

工程　Ｅ、ＦⅠ、ＦⅡ-１、ＦⅡ-２、Ｇ、Ｈ、復元測量、現況測量、公共用地境界確定協議

面積　0.015㎢

縮尺　1/250

精度区分　甲２

傾斜区分　平坦地

公　　　　告

　次のとおり一般競争入札を行うので、竹原市契約規則(昭和５９年竹原市規則第５号)第４条の規定により公告す
る。
　本公告記載事項のほか、別記「一般競争入札（事後審査型）公告共通事項【測量・建設コンサルタント等業務】」
（以下「共通事項」という。）に従う必要がある。
　また、本案件は、広島県の電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）を利用して入札を行う電子入
札案件であり、入札に関する手続については、竹原市電子入札実施要領（以下「電子要領」という。）に従って行わ
なければならない。

令和

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　竹原市長　　今　榮　　敏　彦

発注内容等



３

⑴

①

ア 閲覧期間 6 年 10 月 25 日 から

6 年 11 月 10 日 午後４時まで

イ 閲覧方法等

②

ア 質問書提出期限 6 年 10 月 31 日 　正午まで

イ 質問書提出方法

メール又はFAXの場合は、必ず電話による質問書の到着確認を行うこと。

ＦＡＸ　0846－22－8579 メールアドレス　zaisei@city.takehara.lg.jp

③

ア 回答の閲覧期間 6 年 11 月 5 日 から設計図書の閲覧終了まで

イ 閲覧方法等

※

⑵

① 入札日 6 年 11 月 11 日 午前９時から

6 年 11 月 12 日 午後４時まで

② 電子入札システムによる電子入札

③

※

※

⑶

① 6 年 11 月 13 日 10 時 00 分 ※立会は任意

② 竹原市総務部 財政課 契約管財係において電子入札システムによる

③

※

⑷ 資格要件確認書類等

①

② 電子入札システムにより、必要な書類を添付して提出。

※

４

⑴ 業務等に関する問合せ

⑵ 入札手続に関する問合せ

竹原市中央五丁目１－３５ 【電話】0846-22-1568

竹原市総務部 財政課 契約管財係

竹原市中央五丁目１－３５ 【電話】0846-22-7731 【FAX】 0846-22-8579

提出方法

書面により提出する場合

竹原市総務部 財政課 契約管財係に提出する。

ただし、提出期限までの期間の休日を除く午前９時から午後４時までの間とする。

問合せ先

竹原市企画部　企画政策課　公共施設再整備担当

開札場所

開札結果の通知
落札候補者に、電子入札システムにより「資格要件確認書類提出依頼書」を送付す
る。

電子要領の規定により書面入札を行った場合の通知

電話で通知後、「資格要件確認書類提出依頼書」をFAXで送付、又は直接交付する。

提出期限 「資格要件確認書類提出依頼書」で指定する提出期限の日時まで

（注）電子要領に規定する書面入札を行う場合は押印も行うこと。

電子要領の規定により書面入札を行う場合

　竹原市総務部 財政課 契約管財係に②入札書及び③業務費内訳書をそれぞれ封筒に入れ封緘して提出す

る。ただし、入札日の午後４時から翌午前９時までの間を除くものとする。

開札

開札日 令和 （水） 午前

入札の方法等

業務費内訳書 入札時に業務費内訳書を電子入札システムで提出する

【業務費内訳書】

・予定価格及び入札金額により市が求める記入内容について記入すること。

・表紙に入札者の住所、商号又は名称、業務名、履行場所を記入して提出すること。

間とする。なお、設計図書の販売・貸出は行っていない。

入札

令和 （月）

令和 （火）

質問等に係る回答

令和 （火）

竹原市ホームページに掲載（ダウンロード可）

ホームページの閲覧ができない場合

　竹原市総務部 財政課 契約管財係で閲覧できる。ただし、休日を除く日の午前９時から午後４時までの

竹原市ホームページに掲載（ダウンロード可）

設計図書に係る質問等

令和 （木）

竹原市総務部 財政課 契約管財係へ書面を持参、ＦＡＸ、又はメールで提出する。

書面を持参する場合は休日を除く午前９時から午後４時までの間とする。

入札等日程

 設計図書等

設計図書の閲覧

令和 （金）

令和 （日）


